
No 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答案

1 3 1 1-4

整備運営の方
針

事業者自らの責任と費用負担において、設計建設及
び維持管理運営を行うため、従来の公設公営の建設
工事発注のように、貴市の検査、承諾図の提出や現
場監督管理などの他、機器設備仕様の要求は無いも
のと理解してよろしいでしょうか。

要求水準書（案）に記載した施設条件を満たす設計
をお願いします。市による検査は実施しませんが、
要求水準書（案）2-3に示すとおり市への報告や説
明、工事工程計画の提出等が必要です。

2 3 第1 5 1 (6)

事業者の業務
範囲

「建築基準法第48条但し書き許可取得のため必要な
許認可及び届出」とあるが、市としては「公聴会お
よび建築審査会の手順を踏むことでガス導管注入施
設の設置を認める」という方針を決定されていると
いう認識で相違ないかご提示頂きたい。

事業者にて建築基準法に基づき計画調整局建築指導
部建築企画課に確認を行ってください。

3 3 第1 5 1 (6)

事業者の業務
範囲

「建築基準法第48条但し書き許可取得のため必要な
許認可及び届出」とあるが、市の窓口は「計画調整
局建築指導部建築企画課」で相違ないかご提示頂き
たい。

ご認識に相違ありません。

4 3 第1 5 1 (6)
事業者の業務
範囲

「建築基準法第48条但し書き許可取得のため必要な
許認可及び届出」とあるが、市の窓口をご提示頂き
たい。

No.3の回答のとおりです。

5 3 第1 5 1 (6)
事業者の業務
範囲

「建築基準法第48条但し書き許可取得のため必要な
許認可及び届出」とあるが、市として想定されてい
るスケジュールをご提示頂きたい。

詳細は本市「建築基準法第48条ただし書き許可申請
の手続き要領」を参照ください。

6 4 第1 6 1
搬出入作業計
画

「搬出入時に利用できる門扉は図1-3に示すとおり
とする」とあるが、当該門扉は常時出入可能という
認識で相違ないかご提示頂きたい。

維持管理業者との調整によります。

7 4 第１ 6 1

搬出入作業計
画

「搬出入時に利用できる門扉は図1-3に示す通りと
する」とあるが、燃料等の搬入車両が処理場の正門
から構内道路を通って事業用地にアクセスすること
が可能かご提示頂きたい。

搬出入時に利用できる門扉は図1-3に示していると
おりです。

8 5 1 1-6-2

事業用地範囲 事業用地の付近には建屋がございますが、建設時に
は整地されており、この建屋の撤去や整地に係る工
事費は見積り対象外との認識でよろしいでしょう
か。

ご認識のとおりです。

9 6 第1 7 (1)

敷地の立地条
件等

「立地条件は「別紙1_現地条件・各種規制値」の通
り」とあり、別紙1で「各種規制値」を指定されて
いるが、その「敷地境界線」は「『処理場敷地と公
道との境界』および『処理場敷地と隣接施設敷地と
の境界』」で定義される境界線のことを指している
のか、もしくは、処理場敷地内にある「『事業者が
占有する敷地』と『処理場敷地』との境界」で定義
される境界線のことを指しているのか、ご提示頂き
たい。

前者の『処理場敷地と公道との境界』および『処理
場敷地と隣接施設敷地との境界』で定義される境界
線のことを指します。公告段階で開示する要求水準
書に詳細を記載する予定です。

10 6 1 1-8 (1)

事業者による
許認可、届出
等

本実施方針公表時点で基準価格は未確定と理解して
おります。令和9年度の基準価格が令和8年度（税抜
35円/kWh）を下回った場合については、消化ガス買
取単価の調整等、協議させて頂ける理解でよろしい
でしょうか。

提案書の受付期限は実施方針3-1に記載のとおり令
和9年5月上旬を予定しています。この時点で公表さ
れている基準価格に基づき、適切な消化ガス買取単
価の提案をお願いします。

11 6 第1 8 (2)

事業者による
許認可、届出
等

「建築基準法第48条但し書き許可の取得に必要な手
続きを行うこと」とあるが、市としては「公聴会お
よび建築審査会の手順を踏むことでガス導管注入施
設の設置を認める」という方針を決定されていると
いう認識で相違ないかご提示頂きたい。

No.2の回答のとおりです。

12 6 第1 8 (2)

事業者による
許認可、届出
等

「建築基準法第48条但し書き許可の取得に必要な手
続きを行うこと」とあるが、市の窓口は「計画調整
局建築指導部建築企画課」で相違ないかご提示頂き
たい。

No.3の回答のとおりです。

13 6 第1 8 (2)
事業者による
許認可、届出
等

「建築基準法第48条但し書き許可の取得に必要な手
続きを行うこと」とあるが、市の窓口をご提示頂き
たい。

No.3の回答のとおりです。

14 6 第1 8 (2)
事業者による
許認可、届出
等

「建築基準法第48条但し書き許可の取得に必要な手
続きを行うこと」とあるが、市として想定されてい
るスケジュールをご提示頂きたい。

No.5の回答のとおりです。

15 6 1 1-8

事業者による
許認可、届出
等

事業者による許認可、届出等に関して、FIP制度を
利用する提案を行う場合は、(1）(4）、ガス事業制
度における託送供給料金原価の配賦を利用する提案
場合は(2）(3）(4）の許認可の手続きを行う、とい
う理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

16 6 第１ 10
関係法令等の
順守

「関係法令等を遵守すること」とあるが、法令等以
外に、設備の設計基準(耐震基準、等)について指定
があればご提示頂きたい。

法令等以外の条件は要求水準書（案）別紙1に示す
とおりです。

17 8 2 2-1-1 (1)

事前調査 事業者による測量調査や地質調査等は、契約後の業
務との理解でよろしいでしょうか。契約前の施設計
画及び設計は、貴市の公開資料により行うものと考
えますがよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

18 8 2 2-1-1 (1)

事前調査 測量、地質調査を実施した際に、貴市が開示した図
面等で明記されていない埋蔵物、埋設物による費用
増加は事業者で制御できないリスクですので、協議
としてください。

市が必要と判断し、事業者が実施した調査について
は、市の開示資料で予見不可能な調査結果により施
設の計画や設計の見直しが必要となる場合は協議の
対象とします。ただし、地下埋設物については、杭
及び大規模水槽構造物は協議対象、配管類等は協議
対象外とします。

19 8 第2 1 2 (2)

設計・建設に
関する一般的
事項(許認可
等)

「調整に当たっては「可燃性ガスの製造工場に該当
する下水処理場のバイオガス製造に対する建築基準
法第48条ただし書き許可の運用について（技術的助
言）」（国住街第254号 平成24年3月30日）を参考
にすること」とあるが、市としては「公聴会および
建築審査会の手順を踏むことでガス導管注入施設の
設置を認める」という方針を決定されているという
認識で相違ないかご提示頂きたい。

No.2の回答のとおりです。

20 8 第2 1 2 (2)

設計・建設に
関する一般的
事項(許認可
等)

「調整に当たっては「可燃性ガスの製造工場に該当
する下水処理場のバイオガス製造に対する建築基準
法第48条ただし書き許可の運用について（技術的助
言）」（国住街第254号 平成24年3月30日）を参考
にすること」とあるが、市の窓口は「計画調整局建
築指導部建築企画課」で相違ないかご提示頂きた
い。

No.3の回答のとおりです。

21 8 第2 1 2 (2)

設計・建設に
関する一般的
事項(許認可
等)

「調整に当たっては「可燃性ガスの製造工場に該当
する下水処理場のバイオガス製造に対する建築基準
法第48条ただし書き許可の運用について（技術的助
言）」（国住街第254号 平成24年3月30日）を参考
にすること」とあるが、市の窓口をご提示頂きた
い。

No.3の回答のとおりです。



22 8 第2 1 2 (2)

設計・建設に
関する一般的
事項(許認可
等)

「調整に当たっては「可燃性ガスの製造工場に該当
する下水処理場のバイオガス製造に対する建築基準
法第48条ただし書き許可の運用について（技術的助
言）」（国住街第254号 平成24年3月30日）を参考
にすること」とあるが、市として想定されているス
ケジュールをご提示頂きたい。

No.5の回答のとおりです。

23 8 2 2-1-2 (1)

設計 本施設は民設民営方式で設置される施設の為、構造
や材質等の詳細な設備仕様は、貴市の定める工事請
負共通仕様書や日本下水道事業団の定める仕様書に
よらず、性能を発揮する為に必要な仕様を事業者自
らが選定するものとの理解でよろしいでしょうか。
また、貴市との調整が必要な内容以外については、
事業者の責任で設計・建設を進めるものとの理解で
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

24 8 2 2-1-2 (2)

許認可等 建築確認申請を行うにあたり、敷地内に存在する既
存建築物の図面及び建築確認申請関係書類は、貴市
より提供いただけるとの理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

25 8 2 2-1-2 (2)
許認可等 建築基準法第48条ただし書き許可の取得が必要な場

合、意見聴取・建築審査会の同意を含む標準的な審
査期間についてご教示ください。

No.5の回答のとおりです。

26 9 第2 1 2 (5)

設計・建設に
関する一般的
事項(残存価値
を有する発生
物件の取扱い)

「事業者は、スクラップ等で受け取った対価は、市
の指示する方法に従い返金すること」とあるが、返
金の対象は「市の所有物（事業者敷地の埋設物、
等」という認識で相違ないかご提示頂きたい。

ご認識に相違ありません。

27 9 第2 1 2 (5)

設計・建設に
関する一般的
事項(残存価値
を有する発生
物件の取扱い)

「事業者は、スクラップ等で受け取った対価は、市
の指示する方法に従い返金すること」とあるが、
「事業者の所有物（事業者が建設したもの、等）」
は対象外という認識で相違ないかご提示頂きたい。

ご認識に相違ありません。

28 9 第2 1 2 (5)

設計・建設に
関する一般的
事項(残存価値
を有する発生
物件の取扱い)

「事業者は、スクラップ等で受け取った対価は、市
の指示する方法に従い返金すること」とあるが、事
前調査で想定困難なものについては、処分実施後の
計量証明等を踏まえて事後精算とすることを許容し
て頂きたい。

ご意見のとおり処分実施後の計量証明等を踏まえて
事後精算とします。

29 9 2 2-1-2 (5)

残存価値を有
する発生物件

スクラップ対価の返金対象となる範囲についてご教
示ください。所有権が貴市に帰属する既存施設の撤
去・解体により発生したスクラップ品が対象であ
り、新たな消化ガス有効利用施設の建設工事に伴い
発生するスクラップ品及び事業期間終了後の施設撤
去工事により発生するスクラップ品については、所
有権が民間事業者に帰属するため返金対象外である
との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

30 9 第2 2 2 (1)

主要条件(消化
ガスの発生予
測量及びその
性状)

「月ごとの消化ガス買取り予定量及び本施設からの
月間返還熱量[MJ/月]を提案し、これを履行するこ
と」とあるが、提案時において設備メンテナンス時
期を考慮して設定した「月ごとの買取予定量」に対
し、運用時において設備メンテナンス時期がずれた
ことにより差異が発生した場合、必要な措置として
想定されておられる内容をご提示頂きたい。

事業者の消化ガス買取量が「年間の買取予定量」を
下回った場合に、要求水準書（案）3-2-4性能未達
の場合の対応を想定しています。

31 9 2 2-2-2 (1)

消化ガスの発
生予測量及び
その性状

「維持管理・運営機関において、実際に提案内容を
履行したか否かは、本施設から消化槽加温工程への
月間返還熱量[MJ/月]で判定を行う」とあります
が、消化槽投入汚泥量や消化ガス発生量等の変動に
よっては、提案した数値を下回る可能性もありま
す。消化槽投入汚泥量や消化ガス発生量等に応じ
て、必要返還熱量の補正を行っていただけるとの理
解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

32 10 2 2-2-2 (1)

消化槽の加温
に必要な熱量

履行判定は月間返還熱量[MJ/月]で行うとされてい
ますが、判定の基準となる月間の必要熱量は「当該
月の日平均値×当該月の日数」との理解でよろしい
でしょうか。異なる場合は月間の必要熱量を明示願
います。

ご理解のとおりです。

33 11 第2 2 2 (1)

主要条件(消化
ガスの発生予
測量及びその
性状)

供給される消化ガス性状において、ガス導管注入に
必要な成分が満たされない場合、消化ガスの購入を
免責事項として頂きたい。

ガス導管注入を実施する場合、市から供給される消
化ガス性状に基づき、本事業においてガス導管注入
に必要な成分を満たすガスを精製してください。
ただし、硫化水素濃度については、公告段階で開示
する要求水準書で性状の管理基準を提示する予定で
す。
なお、実施方針3-4に示すとおり本事業の提案にあ
たり消化ガス成分の分析を希望する場合、市は分析
試料（消化ガス）を提供します。

34 11 2 2-2-2 (1)
消化ガスの発
生予測量及び
その性状

表2-5のシロキサン濃度について、消化ガスサンプ
リング箇所をご教示ください。

現在実施中の津守下水処理場消化ガス発電設備整備
事業（PFI事業）におけるシロキサン除去装置の入
口です。

35 12 2 2-2-2 (1)

消化ガスの発
生予測量及び
その性状

「事業者へ供給する消化ガスは本処理場の脱硫設備
を通過後のガスを供給する」とありますが、表2-4
に記載の硫化水素濃度を保証して頂けるとの理解で
よろしいでしょうか。

硫化水素濃度については、公告段階で開示する要求
水準書で性状の管理基準を提示する予定です。

36 12 2 2-2-2 (2)

熱供給条件 「※事業者側にて設置する熱交換器を介して、」と
の記載がございますが、一例であって別の設備にて
供給するという理解でよろしいでしょうか。
また、「大阪市側の低温水供給量は別途指定する」
とされていますが、事業者側設備の設計に必要とな
るため、①想定される低温水流量（m³/min）及びそ
の変動範囲、②供給圧力をご教示願います。

前段について、熱交換器を介すことを条件としま
す。後段について、①想定される低温水流量（m³
/h）及びその変動範囲、②供給圧力は公告段階で開
示する要求水準書で提示する予定です。

37 12 2 2-2-2 (2)

熱供給条件 熱供給に用いる循環水は上水でしょうか。処理水の
場合、事業者側設備への腐食が懸念されますので、
上水を希望いたします。
なお、循環水の水質に起因する設備故障について
は、貴市の責任所掌と考えます。

前段について、循環水は上水です。
後段について、水質変化の原因者負担と考えます。

38 12 2 2-2-2 (3)
ガス貯留可能
量

低圧乾式ガスタンクは貴市が設置され、令和11年度
中に完成し、令和12年4月より運用開始が可能との
理解でよろしいでしょうか。

詳細は公告段階で開示する募集要項及び要求水準書
で提示する予定です。



39 12 2 2-2-2 (4)

余剰ガス燃焼
装置能力

余剰ガス燃焼装置は貴市が設置され、令和11年度中
に完成し、令和12年4月より運用開始が可能との理
解でよろしいでしょうか。また、貴市が設置された
余剰ガス燃焼装置を事業者は利用することは可能で
しょうか。

詳細は公告段階で開示する募集要項及び要求水準書
で提示する予定です。

40 12 2 2-2-2 (4)

余剰ガス燃焼
装置能力

「消化ガス性状」が要求水準の品質を満足せず、事
業者による買取ができない場合は、貴市が保有する
余剰ガス燃焼装置にて燃焼するものと理解してよろ
しいでしょうか。
また、そのような事象が発生した際に、既に民間事
業者側設備へ流入したガスについても、貴市の余剰
ガス燃焼装置を使用して処理・燃焼することが可能
との理解でよろしいでしょうか。
なお、消化ガス性状が要求水準の品質を満足しない
場合、事業者設備の劣化が早まる可能性があるた
め、消化ガス買取単価を調整可能との理解でよろし
いでしょうか。

前段について、公告段階で開示する要求水準書にお
いて硫化水素濃度の管理基準を提示のうえ、保証範
囲外のガスは市が保有する余剰ガス燃焼装置にて燃
焼します。
中段について、事業者側設備へ流入したガスについ
ては、事業者にて適切な処理をお願いします。
後段について、事業者設備の劣化が早まる可能性が
あることを理由とした消化ガス買取単価の調整は想
定していません。

41 12 2 2-2-2 (4)

余剰ガス燃焼
装置能力

「消化ガス発生量」が要求水準に記載の数値及び事
業者が提案する値を超える場合、貴市が保有する余
剰ガス燃焼装置にて燃焼頂けるという理解でよろし
いでしょうか。

消化ガス発生量が増加した場合の取扱いは要求水準
書（案）3-1-1(3)に示すとおりです。

42 12 2 2-2-2 (4)

余剰ガス燃焼
装置能力

「事業者が提案する年間消化ガスの買取予定量に含
まれない消化ガスの取扱い」についてご教示くださ
い。例えば、事業者が設置する設備の定期点検や故
障等により設備が停止し、消化ガスの受入れができ
ない場合には、貴市が保有する余剰ガス燃焼装置に
て当該消化ガスを燃焼頂けるという理解でよろしい
でしょうか。

事業者が消化ガスの受入れができない場合には、市
が保有する余剰ガス燃焼装置にて当該消化ガスを燃
焼します。なお、消化ガス買取り量は、市による供
給が不足しないという前提で、年度ごとに事業者が
提出する買取予定量を満たす必要があります。

43 12 2 2-2-2 (5)

生成物製造量 生成物の20年製造量を20年間分提案し、履行するこ
ととありますが、未達ペナルティはありますでしょ
うか。ガス発生量や性状による製造量未達リスクは
事業者で負担できませんので、免責ください。

生成物の製造量についての規定はしていません。

44 13 2 2-2-3 (2)

消化ガス取引
量の計量

消化ガス（バイオガス）は計量法の対象外のため、
「計量法で定められた計量装置」はございません。
その為、「計量法の特定計量器と同等の構造・精度
で作られた製品もしくはこれに準じた形式を選定す
る」ということが一般的と考えております。
なお、過去の大阪市下水処理場消化ガス発電事業に
おける公募資料では、「事業者は、適切な維持管
理・運営に資するため、市から買取った消化ガス量
について計量できる設備を設けること。」と記載さ
れております。

ご意見を受け、公告段階で開示する要求水準書の記
載を検討します。

45 13 2 2-2-3 (4)

消化槽加温用
熱供給

温水循環ポンプは貴市の所掌となっておりますが、
事業者側設備の設計のために、想定されるポンプの
能力をご提示願います。また、正式なポンプの能力
は決定した事業者と協議して決めていくということ
でよろしいでしょうか。

市側で想定する条件を公告段階で開示する予定で
す。

46 14 第2 2 3 (5)①

施設条件(計
測・監視設備)

「信号受け渡しは事業者が自らの費用負担と責任に
おいて配線を接続する」とあるが、特例需要場所と
して電力引込を行うにあたり、下水処理場側電気工
作物と事業者側の電気工作物を電気的に接続されて
いないことが条件となるため、温水の往還温度の
データを「遠隔監視システムを介して提供」とする
ことを許容して頂きたい。

関連省庁に確認の結果、「特例需要場所として電力
引込を行うにあたり、下水処理場側電気工作物と事
業者側の電気工作物を電気的に接続されていないこ
と」という条件はありません。

47 14 第2 2 3 (6)

ユーティリ
ティ

別紙3⑦に電力引込ルートを提示されているが、電
力引込のためには、一般送配電事業者との責任分界
点となる引込第1柱を処理場敷地内に設けたうえ
で、当該引込第1柱から事業用地に高圧ケーブルを
敷設する必要がある。当該引込第1柱を処理場敷地
内に設けることを許容して頂きたい。また、指定場
所等をご提示頂きたい。

送配電事業者の許可条件として必要であれば処理場
敷地内への引込第1柱の設置を認めます。設置場所
については協議により決定します。設置する場合の
占用料の考え方は要求水準書（案）3-1-1に示すと
おりです。

48 14 第2 2 3 (9)

施設条件(施設
敷地境界の区
分)

「部外者が自由に出入りできないよう、柵等の適切
な対策を講じること」とあるが、事業を実施するに
あたり事業関係者が出入りすることを許容して頂き
たい。

ここでいう「部外者」とは、本事業に関係のない者
を指し、検針・点検・修繕・非常時の緊急対応等の
ために施設へ立ち入る事業関係者については認めま
す。

49 15 2 2-3-2

施工時間 原則として土曜・日曜・祝日の施工が行えず、施工
時間帯は午前9時から午後5時までとされています。
試運転、系統連系試験、連続運転試験等、連続運転
を要する作業については、協議とさせてください。
また、「近隣との協議により変更もありうる。」と
ありますが、作業時間が短縮され、工事期間が長期
化する場合は、消化ガス買取単価などの費用の見直
しは可能との理解でよろしいでしょうか。

前段について、協議の対象とします。
後段について、実施方針のコスト・オーバーラン・
リスクに示すとおりです。

50 15 2 2-3-4 (6)
工事現場管理 豪雨や出水、天災に対する対策について、過去の実

績（大阪市）から想定が可能な範囲で計画するもの
と考えますがよろしいでしょうか。

ご認識のとおりです。

51 16 第2 3 5 (1)

事前調査及び
地下埋設物等
の移設

「事業者は工事着手に先立ち現地の状況について調
査試掘等を行い、十分実情を把握の上、工事を施工
すること」とあるが、募集公告から提案受付までの
間に試掘調査を実施することを許容して頂きたい。

募集公告段階での試掘調査の実施は認めません。

52 16 2 2-3-5 (2)

事前調査及び
地下埋設物等
の移設

「事業用地の配管等既設埋蔵物等による費用増加」
は事業者の負担とされていますが、要求水準書2-3-
5 「本工事着手前に試掘の結果、地下埋設物が本工
事、施設に支障となり移設を必要とする場合は、市
に調査、図面等資料を提出の上、協議」とされてい
ます。よって、貴市が開示した図面等で明記されて
いない埋蔵物、埋設物が発見された場合は、協議と
してください。

No.18の回答のとおりです。

53 16 2 2-3-6 (2)

建設に関する
その他条件

(2)の土壌汚染について、既に調査済みの土壌汚染
に関する資料のご提供時期をご教示ください。
また、実施方針 別紙リスク分担表（4）では「事業
用地の配管等既設埋蔵物等による費用増加」は事業
者の負担とされていますが、要求水準書2-3-6 「事
業用地のうち、土壌汚染された箇所については、事
業者は施工及びその処分において適切な対応をとる
こと。既に調査済みの土壌汚染に関する資料は、別
途提供」とされています。よって、未調査部分に土
壌汚染が発見された場合は協議としてください。

No.18の回答のとおりです。

54 16 2 2-3-6 (3)
建設に関する
その他条件

施設建設で発生する残土について、想定されている
処分方法をご教示ください。

事業者による処分を想定しています。



55 17 第3 1 1 (1)

維持管理・運
営時のユー
ティリティ等
条件(用地占
有)

工事期間中の占用料は月単位、施設稼働中の占用料
は年単位、という認識で相違ないかご提示頂きた
い。

ご認識に相違ありません。

56 17 第3 1 1 (1)

維持管理・運
営時のユー
ティリティ等
条件(用地占
有)

都市ガス導管の占用料が規定されているが、埋設し
た都市ガス導管の専有面積の計算方法をご提示頂き
たい。

埋設管、露出配管とも投影面積を専有面積としま
す。

57 17 第3 1 1 (1)

維持管理・運
営時のユー
ティリティ等
条件(用地占
有)

燃料等を充填する際のローリーの駐車場所は占用面
積に含まれないという認識で相違ないかご提示頂き
たい。

駐車場所に施設・設備を設置せず、一時的な駐車を
想定している場合は、占用に含みません。

58 17 第3 1 1 (1)

維持管理・運
営時のユー
ティリティ等
条件(用地占
有)

維持管理・運営時の関係車両(燃料輸送車、消耗品
納入車、保守サービス車両、等)については事業用
地の敷地外に一時停車することを想定しているが、
施設稼働中の占用料を不要とすることを許容して頂
きたい。

ご認識に相違ありません。

59 17 3 3-1-1 (1)
用地占用 要求水準書（案）表3-1の占用料について、消化ガ

ス・温水・給水・排水配管及び計測・監視用電線の
「減免」は全額免除の理解でよろしいでしょうか。

市との協議により減免の対象と認められた場合は、
全額免除とします。

60 17 3 3-1-1 (1)
用地占用 本事業で事業者が整備する施設については、貴市の

税収である固定資産税ならびに都市計画税を免除し
ていただけるとの理解でよろしいでしょうか。

詳細は公告段階で開示する事業契約書（案）で提示
する予定です

61 17 3 3-1-1 (2)

維持管理・運
営時のユー
ティリティ等
条件

ご提供いただける上水の水質、給水圧をご教示くだ
さい。
なお、水質の提示が難しい場合、事業者にてサンプ
リングは可能でしょうか。

水質は大阪市水道局の水質基準に準じます。給水圧
は大阪市水道局「直結直圧式給水」の基準に準じま
す。

62 17 第3 1 1 (3)③

消化ガス 「供給する量がこの保証量を満たない場合は市はガ
ス売却単価の調整を行って事業者の最低利得を保証
する」とあるが、「事業者の最低利得」として想定
されておられる内容をご提示頂きたい。

詳細は公告段階で開示する要求水準書及び事業契約
書（案）で提示する予定です。

63 17 第3 1 1 (3)③

消化ガス 「供給する量がこの保証量を満たない場合は市はガ
ス売却単価の調整を行って事業者の最低利得を保証
する」とあるが、「事業者の最低利得」として事業
者の実損失額を負担頂きたい。

No.31の回答のとおりです。

64 18 3 3-2-1 (5)

運営協議会の
設置

要求水準書（案）3-2-2(3)④及び(4)④に「月次運
営協議会資料及び議事録」とありますが、3-2-1(5)
の運営協議会は月1回の開催との理解でよろしいで
しょうか。開催場所、出席者の想定及び所要時間に
ついてもご教示ください。

開催頻度は月1回、開催場所は津守下水処理場内、
市側の出席者は複数名を想定しています。所要時間
は協議内容により変動するものと考えます。

65 18 3 3-2-1 (6)

その他の業務 「本事業は、問合せや見学者の受入れなどが必要と
なると考えられる。その際、事業者は、市との協議
により、パンフレット等の作成などに協力するこ
と。」とありますが、問い合わせ対応や見学者の受
入れは貴市にて実施し、事業者の協力範囲はパンフ
レット等の原稿作成への協力に限定されるとの理解
でよろしいでしょうか。又は、事業者の協力範囲に
は、パンフレット等の原稿作成に加え、印刷業務も
含まれるのでしょうか。含まれる場合は、想定され
る作成部数や更新頻度等の目安をご教示ください。
加えて、作成量が多大となる場合には事業者による
対応が困難となることも想定されるため、事業者が
対応する範囲については別途協議の上で定めるとの
理解でよろしいでしょうか。

本事業の契約以降の内容についての問い合わせ対応
や見学者の受入れは事業者による実施を想定してい
ます。印刷業務等の対応範囲については、別途協議
の上で定めるものとします。

66 20 3 3-2-3

事業終了時の
施設機能の確
認

「原則として原状回復し、市に事業用地を引き渡す
ことを基本とし」とされていますが、撤去後の舗
装・整地の仕様、貴市が継続利用を希望する設備
（熱交換器、配管等）がある場合の取扱いについて
は、契約締結後に貴市との協議により決定されると
の理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

67 20 3 3-2-4

性能未達時の
場合の対応

性能未達時の復旧又は性能改善に要する費用は事業
者負担で対応するものと理解しております。一方
で、性能未達に対して復旧費用負担以外のペナル
ティは、発生しないとの理解でよろしいでしょう
か。
なお、性能未達等に起因してペナルティが適用され
る場合であっても、その対象は、事業者が提案した
年間消化ガス買取予定量の範囲内において、事業者
の責めに帰すべき事由により、貴市が供給可能な消
化ガスを受入れ又は買取りできなかった量に限定さ
れるとの理解でよろしいでしょうか。

詳細は公告段階で開示する事業契約書（案）で提示
する予定です。

68 21 4 4-2

環境価値の条
件

ガス精製・導管注入事業の場合、事業者に非化石証
書が帰属しませんので、市場からカーボンクレジッ
トを購入し、貴市へ譲渡するものと考えます。
数量は、4-2-3の電力量と系統より計算する理解で
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

69 21 4 4-2-2 
環境価値の調
達方法

環境価値に関して、市場価格に著しい変動が生じた
場合は、協議としてください。

ご意見として伺います。

70 21 第4 2 3 (1)
環境価値の数
量(数量の算定
方法)

「CO2排出係数を使用する場合は調達時点の最新値
を使用すること」とあるが、毎年変動するという認
識で相違ないかご提示頂きたい。

毎年の最新値で変動を確認してください。

71 別紙3 ①

全体配置図 事業用地の正確な場所を把握したく、「要求水準書
別紙3①全体配置図」の図面に事業用地の位置およ
び事業用地周辺の構内道路の形状を既設設備との距
離などで図示して頂きたい。(様式2別紙ご参照)

詳細は公告段階で開示する要求水準書で提示する予
定です。

72 別紙3 ②

消化ガス取合
点

事業用地の正確な場所を把握したく、「要求水準書
別紙3②消化ガス取合点」の図面に事業用地の位置
を既設設備との距離などで図示して頂きたい。(様
式2別紙ご参照)

詳細は公告段階で開示する要求水準書で提示する予
定です。

73
別紙
３

③

温水配管取合
点

「口径ならびに詳細な取り合い位置については市よ
り別途指示するものとする」とありますが、公告資
料にて提示いただけるという理解でよろしいでしょ
うか。

ご理解のとおりです。

74 別紙3 ⑦

電力引込ルー
ト

一般送配電事業者の電柱（オチアイ16）から電力を
引き込むルートの正確な距離を把握したく、「要求
水準書別紙3⑦電力引込ルート」の図面に敷地境界
から事業予定地西端までの距離を図示して頂きた
い。(様式2別紙ご参照)

詳細は公告段階で開示する要求水準書で提示する予
定です。

75 別紙3 ⑨
都市ガス導管
ルート

埋設による配管を許容して頂きたい。 ガス事業者のガス導管との接続部を除き、原則、露
出配管とします。



76 別紙3 ⑨
都市ガス導管
ルート

募集公告前に現地調査させて頂くことを許容して頂
きたい。

現地確認は公告後に実施するものとします。詳細は
公告段階で開示する募集要項で提示する予定です。

77
別紙
３

⑨

都市ガス導管
ルート

別紙⑨都市ガス管導入ルート
設置不可箇所にガス管を敷設することが最短ルート
と考えております。設置不可箇所の設定理由をご教
示願います。また、埋設であれば敷設してもよろし
いでしょうか。

処理施設等の事業計画用地であることから、埋設を
含めて設置不可となります。

78
別紙
３

⑨
都市ガス導管
ルート

配管ルートの計画にあたり、配管の敷設方法につい
ては、露出配管と埋設配管を適宜組み合わせて提案
することが可能との理解でよろしいでしょうか。

No.75の回答のとおりです。

79
別紙
３

⑨
都市ガス導管
ルート

都市ガス導管注入を選択する場合について、接続先
が明記されておりませんが、接続先は事業者提案と
の理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

80
別紙
1-7

3
浸水予防高 熱供給に係る施設など汚泥処理の維持に係る施設が

浸水しない様に設計する、という理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

81
別紙
3-1

3
消化ガス取合
点

更新予定のガスタンク設備のフローシート一式をご
提供いただけないでしょうか。プロセス検討の参考
としたいためです。

更新予定のガスタンクに係る資料は、公告段階で開
示可能な範囲で開示する予定です。

82
その他
ブラックアウ
ト

ブラックアウトで施設が停止したときは消化ガスの
買取や消化槽加温用の熱量供給などの義務はないも
のと考えてよろしいでしょうか。

停電時に事業者の責によらず熱供給の継続が困難と
なった場合に限り、事業の一時中断を認めます。

83

その他
既設流用

貴市が指定する温水配管取合点および電気信号取合
点までのルートは、配管・配線が輻輳しており、配
管サポートおよび配線ラックの設置が非常に困難と
考えます。そこで、既設の配管サポートや配線ラッ
クを流用することは可能でしょうか。

責任の明確化の観点より、既設の配管サポート及び
配線ラックの流用は不可とします。なお配管設置位
置については協議により市より指示します。

84
その他
仮置き場

掘削土の場内仮置き場がありましたら、ご教示くだ
さい。

市との協議により提示します。

85

その他
重機搬入

建設時の重機搬入ルートをご教示ください。
①入口は処理場の西側1か所でしょうか。
②場内では汚泥ケーキ集積場の西側の通行は可能で
しょうか。汚泥ケーキ集積場東側の通行のみでしょ
うか。
③重機のアクセス検討のため、事業用地周辺の配管
ラック等の高さをご教示ください。

①ご認識のとおりです。
②汚泥ケーキ集積場東側の通行のみを想定していま
す。
③現地確認によりご確認をお願いします。

86

その他
排水取合点

プラント排水・汚水・雨水の排水ルートは、設置す
る施設の構造から最適なルートや排水方法を事業者
で検討するものと考えますが、その理解でよろしい
でしょうか。
また、既設場内マンホールへの接続高さについて指
定があればご教示ください。

前段について、ご理解のとおりです。
後段について、特に指定はありません。


